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国名 
食品工業研究所強化計画プロジェクト 

ベトナム 

 
Ⅰ 案件概要 

協力金額 605 百万円 

協力期間 2002 年 9 月～2007 年 9 月 

相手国側機関 食品工業研究所 (Food Industry Research Institute :FIRI) 

日本側協力機関 なし 

関連案件 
我が国の協力： 
個別専門家（食品加工技術分野：1999 年 4～9 月） 

プロジェクトの
背景 

ベトナムでは、中小食品加工企業が、高付加価値農作物の生産および農産物の加工・販売・消費を通
して経済発展に重要な役割を果たしてきた。とりわけ、アセアン自由貿易地域（AFTA）の成立後は、付
加価値の高い、高品質の加工食品の生産は、域内でのベトナムの比較優位を高めるためにもますます重
要となっていた。 
FIRI は高付加価値食品の生産および加工食品の多様化技術にかかる研究や中小食品加工企業に対す

る技術指導を行う国立の研究所であるが、その機能を全国レベルで果たすために必要な予算、技術、設
備の不足に直面していた。 

投入実績 

日本側 相手国側 

1. 専門家派遣 
長期専門家 8人、短期専門家 21 人 

2. 研修員受入 36 人 
3. 機材供与  116 百万円 
4. 現地業務費 8 百万円（含、調査団員派遣） 

1. カウンターパート配置 49 人 
2. 機材 実験室機器 
3. ローカルコスト負担 271,722 米ドル 
4. FIRI の建物・施設 

プロジェクトの 
目的 

上位目標  

ベトナムの中小食品加工企業の食品加工技術が向上する。 

プロジェクト目標  

FIRI の食品加工技術開発能力及び認証に必要な情報を提供する機関としての、機能が強化される。 

アウトプット  

 アウトプット 1：ベトナム国内で流通している、主要加工食品の品質特性が明らかになる。 
 アウトプット 2：FIRI 研究者の微生物及び酵素の応用能力が向上する。 
 アウトプット 3：FIRI 研究者の国内向けの認証に必要な、食品の成分及び品質に関する試験・分析能
力が向上する。 

 アウトプット 4：FIRI 研究者の中小食品加工企業への、品質管理及び食品加工にかかる技術指導能力
が向上する。 

 
Ⅱ 評価結果 

総合評価 

FIRI は高付加価値食品の生産および加工食品の多様化技術にかかる研究や中小食品加工企業に対する技術指導を行う国
立の研究所であるが、その機能を全国レベルで果たすために必要な予算、技術、設備の不足に直面していた。 
本プロジェクトは、プロジェクト目標として目指した FIRI の研究・情報提供能力の強化について、食品加工技術にかか

る実用新案 4 件の取得、中小食品加工企業に対する 44 回の技術指導、ISO 相当試験所認定の取得等を達成し、その結果、
上位目標についても中小食品加工企業の食品加工技術が向上するなど、想定どおりの効果発現が認められる。持続性につい
ては、高額な実験機材のスペアパーツ予算が不足しているため、財務面に問題が見受けられた。 
また、妥当性は、ベトナムの国家開発政策、開発ニーズ、および日本国の援助政策と、事前評価時・プロジェクト完了時

の両時点において合致しているが、効率性は、協力期間は計画どおりであったものの協力金額が計画値を大幅に上回った。 
以上より総合的に判断すると、本プロジェクトの評価は高いといえる。 

 

1 妥当性 

本プロジェクトの実施は計画時・プロジェクト完了時ともに社会経済開発計画（2001～2005 年および 2006～2010 年）で
掲げられた「中小食品加工企業の振興」というベトナムの開発政策、「全国における高品質の食品加工」という開発ニーズ、
および日本の対ベトナム援助政策と十分に合致しており、妥当性は高い。 

2 有効性･インパクト 

 本プロジェクトの実施により、プロジェクト目標として掲げた FIRI の研究・情報提供能力の強化は、各指標について十
分に達成された。FIRI は本プロジェクト完了までに食品加工技術 6件につき実用新案を出願し、うち 4 件が承認された（例：
菌株改良）ほか、中小食品加工企業に対する技術指導は 44 回に及んだ。2007 年 3 月には、FIRI の実験室はベトナム試験所
認定制度による試験所認定（VILAS259。ISO17025 に相当）を受けた。 
 上位目標（中小食品加工企業の食品加工技術向上）の達成度も高い。2007 年 5 月の終了時評価以後、FIRI は本プロジェ
クト関連の技術を中小食品加工企業 21 社に移転した。それらの企業の中には、移転技術を用いて製品の市場性・収益性を
高めたところもある。例えば、エビの発酵ソースを製造している企業では、製品の発色を改良し、発酵時間を短縮すること 
に成功した。 

以上より、本プロジェクトの有効性・インパクトは高い。 



 
プロジェクト目標および上位目標の達成度 

アウトカム 指標（目標値） 実績 

上位目標 
ベトナム国の中小食品加工企業の食品
加工技術が向上する。 

 
20 の中小食品加工企業が FIRI の技術移
転を受け入れ、食品加工技術を向上させ
る。 

事後評価時 
21 の中小食品加工企業がFIRIの技術移
転を受け入れ、うち一部が食品加工技術
を向上させた。 

プロジェクト目標 
FIRI の食品加工技術開発能力及び認証
に必要な情報を提供する機関として
の、機能が強化される。  

 
① 実用新案出願数が 6 になる。 
② 発表された研究論文要約数が 40 にな

る。 
③ 中小食品加工企業に対する技術指導

実績数が 35 になる。 

プロジェクト完了時 
①計画どおり。うち4件が実用新案取得。 
②計画どおり。 
③技術指導実績数 44 回。 

出所：終了時評価報告書、専門家業務完了報告書、カウンターパートへの聞き取り調査、FIRI 実験室の運用状況視察。 
 

 

3 効率性 

 本プロジェクトは、アウトプットの産出に対し投入要素が適切であり、かつ、協力期間は計画どおり（計画比：100％）
であったが、協力金額は計画を大幅に上回ったため（計画比 159％）、効率性は中程度である。協力金額増加の理由は、ア
ウトプット 4のための活動が中間評価の時点で十分に実施されていなかったため、中間評価後に日本人専門家の人数および
分野を増やしたことである。 

4 持続性 

 本プロジェクトは、政策制度面、技術、実施機関
の体制については、問題は見られなかった。しかし、
高額な実験機材のスペアパーツ予算が不足している
ため、財務状況については課題があると判断される。
なお国立の科学技術研究開発機関の地位にかかる政
令 96/2010/ND-CP（2010 年 9 月）に基づいて、実施
機関は 2013 年以降に自己採算制に移行する予定で
あり、それに伴い活動もよりビジネス指向で効率的
な方向に転じる必要が生じるが、その際に上述の財
務面の問題がより重要となってくると考えられる。 
 したがって、本プロジェクトによって発現した効
果の持続性は中程度である。 

研究所入口 分析作業の様子 

 
Ⅲ 教訓・提言 

実施機関への提言： 

 FIRI がビジネス指向性を高めるにあたり、職員は研究の質、中小企業への技術移転および機材利用の効率化を図る必要
がある。ある意味、このような転換は FIRI にとって組織全体の効率化のための良い機会であるといえる。独立採算機関へ
の移行を成功させるために、FIRI は商工省（監督官庁）や経営コンサルタントの支援を得た事業計画の策定を検討するこ
とが望まれる。また、技術移転や試験サービスの顧客開拓のためマーケティング/事業開発部門を設置し、研究部門の職員
は事業開発よりも研究の質向上に注力できる体制を整えることも一案である。 

 


